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第三話 防災予算の変遷 

３．１ 防災白書にみる防災予算の変遷 
内閣府の防災情報のページには、平成 13 年度版以降の防災白書の情報が与えられている。その

中で平成 20 年防災白書に、第 2 章我が国の災害対策の推進状況の中、１「災害対策の推進体制」
の項目で防災関連予算の変遷がまとめられている。 

（https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h20/index.htm） 
その中からいくつかの図表を示しながら防災関係予算の変遷を見てみよう。 

表―１は昭和37年から平成18年までの約半世紀間の防災関係予算の一覧である。この表では、
防災関係予算は、「科学技術の研究」、「災害予防」、「国土保全」、「災害復旧等」の４分野に区分さ
れて表示されている。令和 7 年度防災白書では、上記の 4 分類に加えて「国際防災協力」の項目
が加わっている(表―２を参照)。 

図―１は、表―１の数値を４分野ごとの変遷をグラフ化したもので、「科学技術の研究」予算は、
額にして数百億円規模で、防災関係予算の 1％前後で 2%に満たない極めて小さい比率にとどまっ
ている。 

総務省の「統計でみる日本の科学技術研究」 
https://www.stat.go.jp/data/kagaku/kekka/pdf/03pamphlet.pdf 

によれば、2020 年度の科学技術研究費総額は凡そ 20 兆円であることを考えると、災害国日本に
おける国の防災に関する科学技術研究予算はもっと増額されてもよさそうに思う。 

「災害予防」予算は昭和 37 年度の 4.3%から増加傾向が続き昭和 50 年代中盤には 20％程度ま
で達し、その後平成 7 年度以降に再び増加傾向に転じている。額にして１兆円から数千億円規模
の範囲にある。「国土保全」予算は対象期間を通じて 50％から 60％の範囲で変動し、額にして１
～２兆円。「災害復旧等」予算は昭和 37 年度の 48.3％から昭和 50 年代中盤まで減少傾向が続き、
大きな災害発生時に急増するものの、平均的に 20％台で推移しており、額にして数千億円程度で
ある。 
 図―２は一般会計予算に対する防災関係予算額とその比率の推移を示している。防災予算額は
平成７年の阪神・淡路大震災まで増加傾向を示し、その後低下傾向を示している。対一般会計予
算の比でみると、昭和 30 年代にほぼ 8％と高い値が続くが、以後減少傾向が続き平成初期には
5％以下に低下する。その後阪神 ・淡路大震災発災の平成７年前後に急増するが、再び減少傾向に
入り平成 18 年には 3％近くまで低下している。 
 以上のデータは、平成 26 年から開始された国土強靭化予算以前の防災予算の変遷であり、最近
の動向は国土強靭化予算の変遷を見る必要があり、第四話で触れる予定である。 
   

https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h20/index.htm
https://www.stat.go.jp/data/kagaku/kekka/pdf/03pamphlet.pdf
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   表―１ 年度別防災予算額          
出典：防災白書（平成２０年） 
https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h20/bousai2008/html/hyo/hyo_1b_2_1_03.htm 
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   図―１ ４分野別年度別防災予算額の変遷 
出典：防災白書（平成２０年度） 
https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h20/bousai2008/html/zu/zu_1b_2_1_03.htm 
 

  
   図―２  防災関係予算合計額と対一般会計予算額の比率の変遷 
出典：防災白書（平成２０年度） 

https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h20/bousai2008/html/zu/zu_1b_2_1_03.htm
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https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h20/bousai2008/html/zu/zu_1b_2_1_04.htm 
 

ただし、これらの値の変動には、予算編成制度の変化や組織の改組などの理由による集計方
法の変化があることも一因であることは注意しておきたい。表―2 に見る令和７年度防災白書の
表の注記を参照されたい。 

 
  表―２ 集計方法の変動の注記 
出典：防災白書（令和７年度） 
https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/r07/honbun/3b_6s_07_00.html 
 
 表―3 は、令和７年度の防災関係予算等の集計表である。先に指摘したように国際防災協力の
項目が加わり５区分に分けて府省庁ごとの予算額が示されている。科学技術研究では文部科学省
が一番多く配分を受け 40 億円ほど計上されている。災害予防では防衛省、海上保安庁、警察庁、
消防庁に大きく配分されている。これは、災害発災時の災害救助法による初動対応の支出を想定
しているからであろうか？国土保全の区分では、環境省、農林水産省、そして国土交通省に配分
が集中している。災害復旧区分では、半数以上の予算が復興庁に配分されそれに農林水産省、財
務省が続く。 

https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h20/bousai2008/html/zu/zu_1b_2_1_04.htm
https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/r07/honbun/3b_6s_07_00.html
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  表―３ 防災関係予算 省庁別 
出典：https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/pdf/r7_all.pdf 
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